
（別添４）

令和６年度鳥取県市町村創生交付金　対象事業 大山町

（１）基本交付額分

対象事業名 事業名・事業内容
事業費
（千円）

1
１　主体的な住民活動への支援
（２）公共交通機関利用促進のために住
民が主体となって行う活動に要する経費

【公共交通あり方検討事業】
　大山町地域公共交通会議を開催し、町民の生活に必要な交
通機関の確保や利便の増進などの必要な事項について、バス
利用者や町民の代表者などで協議する。

45

2

３　福祉保健の充実
（１）障害者又は高齢者が自宅において
自立した生活を送るための居住環境の整
備に対する助成に要する経費

【タクシー助成事業】
　高齢者及び一般の交通機関を利用することが困難な障害者
について、タクシー利用を促進することにより、自らが外出
できる機会を得て住み慣れた地域社会で自立した生活が送ら
れるよう支援する。

3,051

3

３　福祉保健の充実
（１）障害者又は高齢者が自宅において
自立した生活を送るための居住環境の整
備に対する助成に要する経費

【在宅障害者地域生活支援事業】
介護保険の住宅改修費等の対象にならない障がい者に対し
て、浴室・トイレ・玄関・居室等の段差解消等の住宅改良費
の１／２を助成する。

500

4
３　福祉保健の充実
（４）地域住民の健康増進を図るために
必要な経費

【障害者等医療費助成事業】
　特別医療費助成等の医療費助成事業に該当しない障がい者
であって、所得税非課税者を対象に、医療費自己負担部分の
１／２を助成する。

8,360

5
３　福祉保健の充実
（４）地域住民の健康増進を図るために
必要な経費

【脳ドック助成事業】
　町民の健康の保持増進、疾病の早期発見と早期治療を目的
とし、助成事業を実施する。対象は50～54歳、60～64歳と
し、各1回、助成額は10,000円を限度とする。

500

6

６　農林水産業等の振興
（５）地産地消意識の高揚及び普及定着
を図るための活動及び食育に関する取組
に要する経費

【果樹共済掛金助成事業】
　生産者の安定した所得維持と生産意欲の向上を図るため、
果樹共済掛金の１５％を助成する。

161

7

７　人権尊重の社会づくりの推進
（２）人権問題解決のための住民の自立
支援及び福祉の向上を図る相談員の隣保
館等への設置に要する経費

【総合相談充実事業】
　人権問題解決のための住民の自立支援及び福祉の向上を図
る生活相談員の設置に要する経費。

7,975

8
８　地域文化、芸術の振興
（１）民俗芸能、伝統芸能等の継承又は
地域文化活動の活性化に要する経費

【中山いさい踊り保存会補助事業】
　いさい踊り保存会への補助を行い、大山町の民俗芸能行事
であるいさい踊りの継承を図る。

20

9
８　地域文化、芸術の振興
（１）民俗芸能、伝統芸能等の継承又は
地域文化活動の活性化に要する経費

【奏友会補助事業】
名和長年太鼓を演奏する奏友会への補助を行い、郷土芸能の
継承を図る。

100

10

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込まれる
ものを含む。）の補修又は活用に要する
経費

【建造物等公開活用事業】
　日本遺産にも構成された国指定重要文化財建造物をはじめ
とする大正時代末から昭和初期にかけて撮影された大山に係
る写真展等に係る経費。

205

11
８　地域文化、芸術の振興
（３）小・中学校等で行う音楽、演劇等
の芸術鑑賞会の開催に要する経費

【青少年劇場巡回公演事業】
　小・中学生を対象とした演劇鑑賞に取り組むことにより、
芸術鑑賞の機会を提供し、児童・生徒の芸術文化活動の向上
と豊かな感性の醸成を図る。

1,208
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対象事業名 事業名・事業内容
事業費
（千円）

12 ９　市町村の自主的な行政運営

【ラジコン草刈り機導入経費支援事業】
　大規模水稲農家に対し、ラジコン草刈り機の導入を支援す
ることで、これまで畦草刈り等の負担により進まなかった小
規模農家との水田の貸借を推進する。

7,500

13 ９　市町村の自主的な行政運営

【乳牛共進会等補助金】
　町内の畜産業の振興を図るため、大山町酪農組合が実施す
る大山町乳牛共進会を支援する。共進会参加に係る牛の運搬
費等に対する補助。

1,140

14 ９　市町村の自主的な行政運営

【自給飼料生産支援補助金】
　飼料高騰により自給飼料継続・拡大の取り組みが必要であ
るため、自給飼料の生産に取り組む大山酪農組合に対し、種
子代上昇及び作付面積の増加により増加となった種子代に対
し補助を行う。

4,000

事業費　計 34,765

（２）調整交付額分

対象分野名 事業名・事業内容
事業費
（千円）

1 ②移住定住・関係人口拡大

【ＤＭＯ設立準備事業】
　人口減少による域内消費の縮小に対し、域外からの消費獲
得による地域経済の成長促進をもって、地域住民の生活の質
の向上に資することを目的に地域ＤＭＯの設立を目指す。

19,382

事業費　計 19,382

令和６年度交付決定額の算定方法 （単位：千円）

基本交付額分

対象事業費 ［①］ 34,765

基本交付基準額（①×1/2　千円未満端数切り捨て）［②］ 17,382

基本交付額 ［③］ 12,628

②と③のいずれか低い額 ［④］ 12,628

調整交付額分

対象事業費 ［⑤］ 19,382

調整交付基準額（事業ごとの事業費×1/2（１事業の上限1,500千円 千円未満端数切捨て）の計）［⑥］ 1,500

⑥を上限に採択状況に応じて配分した額 ［⑦］ 1,500

令和６年度　交付額 ［④＋⑦＝⑧］ 14,128

令和５年度　精算額 ［⑨］ △ 761

令和６年度　交付決定額　 ［⑧＋⑨＝⑩］ 13,367
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